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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】自力で立ち上がることが困難な足腰の弱い人で
も自力で立ち上がりやすく、歩行や機能回復訓練にも適
した立ち上がり補助具を提供する。
【解決手段】基台１２とその基台１２の中央部上面に立
設された支柱１４とが、所定の間隔を空けて各々左右一
対有する。基台１２の前方部同士および支柱１４の上方
部同士が連結部材１６，１８を介して各々連結されてい
る。支柱１４の側面には複数の取付部である取付穴２２
が上下方向に並設されている。取付穴２２には、複数対
の把持部材２０の端部が着脱可能に取り付けられ、各基
台１２と各把持部材２０間には、支柱１４の長手方向及
び把持部材２０の突出方向に開口した開口部２４を備え
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基台とその基台の中央部上面に立設された支柱とが、所定の間隔を空けて各々左右に設
けられ、前記基台の前方部同士および前記支柱の上方部同士が連結部材を介して各々連結
され、前記支柱の側面には複数の取付部が上下方向に並設され、前記各取付部には、各々
複数の把持部材の端部が着脱可能に取り付けられ、前記各基台と各把持部材間には、前記
支柱の長手方向及び前記把持部材の突出方向に開口した開口部が形成されたことを特徴と
する立ち上がり補助具。
【請求項２】
　前記支柱は、前記基台に対して前方に傾斜して立設されたことを特徴とする請求項１記
載の立ち上がり補助具。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、高齢者や身体の不自由な人などが、床やベッドから立ち上がる場合の補助
具として使用する立ち上がり補助具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　足腰が弱い高齢者や障害者等が寝た状態や腰掛けた状態から自力で立ち上がる場合、そ
の動作が容易に行えるように補助する立ち上がり補助具が用いられる。従来、この種の補
助具としては、例えば、特許文献１に開示されているように、２枚の板を両端に配置して
垂直方向に立てて支え土台板とし、その間に起き上がり立ち上がり用の複数の手すりを平
行に取り付けた起き上がり立ち上がり用据置手すりがある。この複数本の手すりは、低位
置から高位置まで段階的に配置されているので、使用者は、座位の状態で下方の手すりを
握り、順番に上方の手すりに持ち替えながら徐々に立位に移行する動作を行うことによっ
て、楽に立ち上がることができる。
【０００３】
　また、特許文献２に開示されているように、ベース板に一対の支持杆を所定の間隔をも
て対向させて立設し、この一対の支持杆に、1乃至複数の手すり杆を上下方向に所定の間
隔をもって掛け渡して設けた立ち上がり補助具もある。この特許文献２に開示された立ち
上がり補助具には、ベースに立設した下部支持杆と、下部支持杆に対して固定具で所定の
高さ位置に固定した上部支持杆とからなり、上部支持杆に一本以上の手すり杆が掛け渡し
て設けられた構成の立ち上がり補助具も開示されている。この構成によれば、使用者の体
型や身体的な特徴に合わせて、上部支持杆を使いやすい高さに調節することができる。
【特許文献１】特開２００４－１８８１４１号公報
【特許文献２】特開２００７－８２６６１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１の起き上がり立ち上がり用据置手すりにあっては、手すりの
高さを調整することができないため、異なる体型や身体的な特徴を有する使用者にとって
は、使いにくい場合があった。また、使用者が該手すりを握って立ち上がるとき、手を伸
ばした一の方向でしが体重が支えられないため、立ち上がりやすさにも問題があり、使用
者が自力で立ち上がるためのバランス感覚を養う訓練には不向きなものであった。
【０００５】
　また、特許文献２の立ち上がり補助具にあっても、使用者の身体に対して一の方向でし
か体重が支えられないため、上記手すりと同様の問題があり、使用者が自力で立ち上がる
ための訓練には不向きなものであった。
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【０００６】
　この発明は、上記背景技術に鑑みて成されたもので、自力で立ち上がることが困難な足
腰の弱い人でも自力で立ち上がりやすく、歩行や機能回復訓練にも適した立ち上がり補助
具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明は、基台とその基台の中央部上面に立設された支柱とが、所定の間隔を空けて
各々左右に設けられ、前記基台の前方部同士および前記支柱の上方部同士が連結部材を介
して各々連結され、前記支柱の側面には複数の取付部が上下方向に並設され、前記各取付
部には、各々複数の把持部材の端部が着脱可能に取り付けられ、前記各基台と各把持部材
間には、前記支柱の長手方向及び前記把持部材の突出方向に開口した開口部が形成された
立ち上がり補助具である。
【０００８】
　また、前記支柱は、前記基台に対して前方に傾斜して立設されている。
【発明の効果】
【０００９】
　この発明の立ち上がり補助具によれば、使用者が立ち上がるとき、左右の支柱に取り付
けられた把持部材を両手で握って体位を変更する動作となるため、前後左右の方向に体重
移動が容易に可能であり、自力で立ち上がる動作が容易になり、さらにはバランス感覚を
養う訓練にも適している。また、把持部材を取り付ける位置を変更することができるので
、使用者の体型や身体的な特徴に合わせ、容易に使いやすい状態に設定することができる
。さらに、使用者側に開口部が設けられているので、歩行用に使用することが可能である
とともに、起立状態での家事等の作業において、体を支える補助具としても使用可能であ
り、幅広い用途に用いることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、この発明の一実施形態について、図１に基づいて説明する。立ち上がり補助具１
０は、図１に示すように、細長の板状の基台１２と、該基台１２の長手方向中央部の上面
に立設された支柱１４とが、例えば約５０ｃｍの間隔を空けて、左右一対で互いに平行に
設けられている。そして、基台１２の前端部同士が連結部材１６で連結され、支柱１４の
上端部同士が連結部材１８で連結され、左右一対の支柱１４が自立している。なお、左右
一対の支柱１４は、互いに平行に且つ基台１２に対して前方に約１５度傾斜した角度で立
設されている。さらに、支柱１４の後方側面には、後述する把持部材２０が取り付けられ
る取付穴２２が複数個形成されている。取付穴２２は、所定の直径と深さを有し、上下方
向に例えば約５ｃｍ程度の間隔を空けて１３個並設されている。
【００１１】
　把持部材２０は、例えば直径約３ｃｍで長さ約２０ｃｍの円筒状の把持部２０ａを備え
、把持部２０ａの一方の端面には、図示しない突起部が形成されている。この突起部は、
支柱１４の取付穴２２に挿入されて嵌合し、螺子等の固定具で固定される形状に形成され
ている。このような形態の把持部材２０は、例えば、支柱１４後方側面の上方から３個目
、７個目、１１個目の取付穴２２に合計６個取り付けられ、各把持部２０ａは、後方に向
けて略水平な角度に突出するよう取り付けられている。これにより、各基台１２と各把持
部材２０間には、支柱１４の長手方向及び把持部材２０の突出方向に開口した開口部２４
が形成される。
【００１２】
　次に、この立ち上がり補助具１０の使用方法について、以下に説明する。まず、例えば
椅子やベッドに腰掛けている使用者が立ち上がるとき、立ち上がり補助具１０は、使用者
の正面に開口部２４が配置される。使用者は、掴みやすい高さである下方の一対の把持部
２０ａを両手で掴み、立ち上がる動作に入る。そして、徐々に上方の把持部２０ａに片手
ずつ持ち替えながら立位に移行する。
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【００１３】
　このときの把持部材２０の個数や取付位置は、あらかじめ使用者の身体の特徴に合わせ
、立ち上がりやすいように、取付穴２２を選択して把持部材２０が取り付けられているの
で、立ち上がり補助具１０を使用することに対して、使用者に不快感や違和感を与えるこ
とはない。また、把持部材２０の突出方向端部には、支柱１４等の障害物がないため、使
用者は、開口部２４側から前方に向けて自然に手を伸ばすことよって、滑らかな動作で把
持部２０ａを握ることができる。また、立ち上がる動作は、左右の把持部２０ａを両手で
握って体位を変更する動きになるため、前後左右の方向に体重移動が生じ、自力で立ち上
がることができるように回復するためのバランス感覚を養う訓練にもなる。
【００１４】
　また、立ち上がり補助具１０は、簡易的な歩行補助具としても使用することができる。
使用者は、立位の状態で上方の左右一対の把持部２０ａを握って前方に向かって歩行する
。このとき、使用者側には開口部２４が位置し、連結部材１６は、基台１２の前端部に取
り付けられているため、歩みを進めるときに障害にならない。また、左右一対の支柱１４
は、基台１２に対して前方に傾斜した角度で立設されているので、支柱１４の上端部を連
結する連結部材１８は身体を前方に移動するときの障害にならず、また、身体の位置を、
歩行しながらも常に左右の把持部２０ａの間に置くことができるので、正常な歩行動作に
近い体重移動が可能となる。
【００１５】
　なお、本発明は上記実施形態に限定されるものではなく、左右一対の基台と連結部材及
び左右一対の支柱と把持部材とで構成される開口部の形状は、使用者の体型や身体的特徴
に合わせ、コの字形、Ｃ形、Ｕ形等自由に設定できる。また、各連結部材の形状も同様に
変更可能であり、例えば、使用者が一層滑らかに前方へ体重移動できるよう、連結部材を
前方に向けて湾曲させた形状等にしてもよい。
【００１６】
　また、各部材は、使用者の体重を十分保持できる強度を備えていればよく、金属、木材
、合成樹脂、あるいはこれらを組み合わせるなど自由である。金属の場合にはパイプ構造
等のフレームを用いる等して軽量化を図ることが好ましい。
【００１７】
　また、把持部の形態は、使用者が握りやすく滑りにくい形状や材質であればよく、優し
い質感の木材や、滑り止めの効果が優れたゴムなど適宜選択できる。
【００１８】
　さらに、把持部材を支柱に着脱可能に取り付ける構造は、把持部材に設けられた左右方
向の貫通穴を用いて支柱の側面に設けた取付穴に螺子止めするなど、他の周知の方法であ
ってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】この発明の立ち上がり補助具の一実施形態を示す斜視図である。
【符号の説明】
【００２０】
１０　立ち上がり補助具
１２　基台
１４　支柱
１６，１８　連結部材
２０　把持部材
２０ａ　把持部
２２　取付穴
２４　開口部
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